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変更前変更後

千葉県保健医療計画追
加。表の順番を変更。

社人研が2023年12月22日
に公表した最新の人口推
計をもとに算出。
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出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5年(2023)年推計)」

君津医療圏の人口推計

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 15～65歳割合 65歳以上割合

高齢者（後期高齢者）の増加

生産年齢人口の減少
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第３節 「企業団経営強化プラン」の位置付けと対象期間

総務省は「公立病院経営強化プラン」の策定時期を令和４年度又は令和５年度とし、

期間は令和９年度までを対象としています。

企業団では、「企業団経営強化プラン」達成のための具体的な施策の展開は、経営

計画で行います。「第６次５か年経営計画（令和３年度～令和７年度）」３年目となる

令和５年度に行った期中の実績評価及び令和６年度から開始される「次期千葉県保健

医療計画（素案）」をもとに「企業団経営強化プラン」の策定及び「第６次５か年経

営計画」の見直しを行いました。

「企業団経営強化プラン」の対象期間は、令和６年度から令和９年度までとし、「第

７次５か年経営計画（令和８年度～令和１２年度）」へ引き継がれます。令和１０年

度に「企業団経営強化プラン」の実績評価を行い、その結果をもとに「第７次５か年

経営計画」の期中の見直しを行います。

第３節 「企業団経営強化プラン」の位置付けと対象期間

総務省は「公立病院経営強化プラン」の策定時期を令和４年度又は令和５年度とし、

期間は令和９年度までを対象としています。

企業団では、「企業団経営強化プラン」達成のための具体的な施策の展開は、経営

計画で行います。「第６次５か年経営計画（令和３年度～令和７年度）」３年目となる

令和５年度に行った期中の実績評価をもとに「企業団経営強化プラン」の策定及び「第

６次５か年経営計画」の見直しを行いました。

「企業団経営強化プラン」の対象期間は、令和６年度から令和９年度までとし、「第

７次５か年経営計画（令和８年度～令和１２年度）」へ引き継がれます。令和１０年

度に「企業団経営強化プラン」の実績評価を行い、その結果をもとに「第７次５か年

経営計画」の期中の見直しを行います。

40 38 37 35 33 32 31

196 187 181 176 168
156

147

50
49

41
36

37
42 41

41
49

59
62

60
58

57

327 323 317
309

299
288

276

60.0%
57.8% 57.2% 56.9% 56.2%

54.1% 53.2%

27.7%
30.3% 31.3% 31.8% 32.7% 34.7% 35.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

50

100

150

200

250

300

350

H27(2015) R2(2020) R7(2025) R12(2030) R17(2035) R22(2040) R27(2045)

（千人）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年推計)をもとに作成

君津医療圏の人口推計

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 15～65歳割合 65歳以上割合

高齢者（後期高齢者）の急増

生産年齢人口の減少

２０５０年の君津医療圏全体の人口は、２０２０年の８５％に減少し、年齢階層別

の人口割合では、６５歳以上の高齢者は３７．２％に達し、既に減少に転じている生

産年齢人口は５２．８％にまで低下すると見込まれています。

２０２５年に向けて、高齢者（特に後期高齢者）の人口が増加した後、ほぼ横ば

いになる一方で、既に減少に転じている生産年齢人口は、２０２５年以降さらに減

少が加速すると見込まれます。
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社人研が2023年12月22日
に公表した最新の人口推
計をもとに算出。

（２）高齢者人口の推計

６５歳以上の人口は、２０２０年以降ほぼ横ばいですが、７５歳以上に絞ると、

２０２０年以降も増加を続け、２０３０年にピークを迎え、その後緩やかに減少に

転じると見込まれます。
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65歳以上の人口推計
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国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年推計)」をもとに作成

75歳以上の人口推計

木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を考慮して、患者調査は最新のR2年ではなくH29年のデータを使用しています。

（１）君津医療圏に住所を有する入院患者数推計

入院患者数は、２０４０年にピークを迎えると見込まれます。６５歳以上の割合は

継続的に上昇し、２０４０年には８０％を超え、７５歳以上の割合は、２０３５年に

は６５％を超えると見込まれています。

（２）君津医療圏に住所を有する外来患者数推計

外来患者数は、２０２５年にピークを迎え、その後は減少すると見込まれます。６

５歳以上の割合は、継続的に上昇し、２０５０年に６０％に達する見込みです。７５

歳以上の割合は２０３０年に一度ピークを迎え３８％となり、その後、横ばいとなり

ますが、第二次ベビーブーム世代が７５歳以上になる２０５０年には４１％に達する

見込みです。
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新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を考慮して、患者調査は最新のR2年ではなくH29年のデータを使用しています。

（１）君津医療圏に住所を有する入院患者数推計

入院患者数は、２０３５年にピークを迎えることが見込まれます。６５歳以上の占

める割合は継続的に上昇し、２０４０年には８０％に達する見込みです。また、７５

歳以上の割合は、２０２５年には６０％を超え、２０３０年以降は６５％程度の横ば

いとなる見込みです。

（２）君津医療圏に住所を有する外来患者数推計

外来患者数は、２０２５年にピークを迎え、その後は減少する見込みです。６５歳

以上の占める割合は、継続的に上昇を続け、２０４５年には約６割に達する見込みで

す。７５歳以上の割合は２０３０年がピークでその後は横ばいとなる見込みです。
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（２）高齢者人口の推計

６５歳以上の高齢者人口は、２０４０年にピークを迎えると見込まれています。

７５歳以上に絞ると、２０３０年に一度ピークを迎え、その後、２０３５年から２０

４５年まで若干減少しますが、第二次ベビーブーム世代が７５歳以上となる２０５０

年には再び増加すると見込まれています。
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出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5(2023)年推計)」
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Ｈ29年患者調査「入院受療率（人口１０万対），性・年齢階級×傷病分類別」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成30(2018)年推計)をもとに作成

君津医療圏 疾患別の入院受療の変化率推計

悪性新生物 脳梗塞 虚血性心疾患 心不全 大腿骨骨折 肺炎

第５節 構成市からの負担金の考え方

企業団は、地方公営企業法の全部適用を受けて運営しています。よって、原則とし

て事業運営に必要な費用のすべては事業から得られる収益で賄うという「独立採算性

の原則」による運営が求められています。しかし、病院事業は、水道事業や交通事業

と異なり、全国一律の診療報酬制度に基づいて得られる収益で費用を賄わなければな

らないという大きな制約があります。そのような中でも、公立病院は、救急、小児、

周産期及び災害等の診療報酬制度による収益では採算の取れない医療にも取り組ま

なければならない使命があります。

このため、地方公営企業法第１７条の２に規定された「経費の負担の原則」により、

「その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない

経費」及び「当該地方公営企業の性質上、能率的な経営を行ってもなおその経営に伴

う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費」については、

一般会計等において負担するものとされています。

また、「公立病院経営強化ガイドライン」では、「公立病院が、地域の医療提供体制

の中で、適切に役割・機能を果たし良質な医療を提供していくためには、一般会計等

から所定の繰出が行われれば『経常黒字』となる水準を早期に達成し、これを維持す

ることにより、持続可能な経営を実現する必要がある。」とあります。

よって、企業団では、不採算医療等を提供する役割・機能を確保しつつ、経常黒字

（経常収支比率が１００％以上）化する数値目標を定め、本業である医業収支向上の

取組については、５か年経営計画で項目ごとに目標値を設定して進めていきます。そ

の取組の経緯と結果について、構成市へ説明し、負担金の額については、構成市と企

業団で協議して確定するものとします。

第５節 一般会計負担の考え方

企業団は、地方公営企業法の全部適用を受けて運営しています。よって、原則とし

て事業運営に必要な費用のすべては事業から得られる収益で賄うという「独立採算性

の原則」による運営が求められています。しかし、病院事業は、水道事業や交通事業

と異なり、全国一律の診療報酬制度に基づいて得られる収益で費用を賄わなければな

らないという大きな制約があります。そのような中でも、公立病院は、救急、小児、

周産期及び災害等の診療報酬制度による収益では採算の取れない医療にも取り組ま

なければならない使命があります。

このため、地方公営企業法第１７条の２に規定された「経費の負担の原則」により、

「その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない

経費」及び「当該地方公営企業の性質上、能率的な経営を行ってもなおその経営に伴

う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費」については、

一般会計等において負担するものとされています。

また、「公立病院経営強化ガイドライン」では、「公立病院が、地域の医療提供体制

の中で、適切に役割・機能を果たし良質な医療を提供していくためには、一般会計等

から所定の繰出が行われれば『経常黒字』となる水準を早期に達成し、これを維持す

ることにより、持続可能な経営を実現する必要がある。このため経営強化プランにお

いては、公立病院が担っている不採算医療等を提供する役割・機能を確保しつつ、対

象期間中に計上黒字（経常収支比率が１００％以上）化する数値目標を定めるべきで

ある。その上で、修正医業収支比率についても、所定の操出が行われれば経常黒字が

達成できる水準となるように数値目標を定め、その達成に向け、本業である修正医業

収支の改善に向けた取組を進めるべきである。」とあります。

なお、企業団の負担金の考え方については、毎年度総務省から「地方公営企業操出

金について」として基準が示されていることから、引き続き操出し基準に沿って算出

した経費のうち真に必要な経費として算定した額の繰入れを求め、この額については

構成市と協議を行い確定するものとします。
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Ｈ29年患者調査「入院受療率（人口１０万対），性・年齢階級×傷病分類別」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5(2023)年推計)をもとに作成

君津医療圏 疾患別の入院受療の変化率推計

悪性新生物 脳梗塞 虚血性心疾患 心不全 大腿骨骨折 肺炎

3



ページ数 変更点変更前変更後

28 医療機能・医療の質・連携強化に係る数値目標（第６次５か年経営計画から抜粋）
追加

29

（１）医療機能に係るもの
３年度

（実績値）
４年度

（実績値）
５年度

（見込値）
６年度 ７年度 ８年度 ９年度

救急患者受入件数
（ウォークイン含む）

9,512件 9,854件 10,743件 11,000件以上 11,000件以上 11,000件以上 11,000件以上

手術件数 5,514件 5,672件 5,976件 6,000件以上 6,000件以上 6,000件以上 6,000件以上

ハイリスク妊娠分娩受入
件数

125件 132件 134件 140件以上 140件以上 140件以上 140件以上

臨床研修医受入人数 33人 31人 33人 32人 32人 32人 32人

救急患者受入件数
（２次救急医療）

542件 451件 620件 620件以上 620件以上 620件以上 620件以上

在宅患者訪問診療実施
件数

585件 532件 543件 500件以上 500件以上 500件以上 500件以上

在宅患者訪問看護実施
件数

1,210件 1,035件 1,150件 1,100件以上 1,100件以上 1,100件以上 1,100件以上

在宅患者訪問リハビリ
テーション数

2,351件 2,303件 2,429件 2,300件以上 2,300件以上 2,300件以上 23,000件以上

（２）医療の質にかかるもの
３年度

（実績値）
４年度

（実績値）
５年度

（見込値）
６年度 ７年度 ８年度 ９年度

クリニカルパス使用率 50.3% 52.5% 53.1% 50%以上 50%以上 50%以上 50%以上

褥瘡発生率
（※日本褥瘡学会の指標による）

1.3% 1.4% 1.3% 1.2%未満 1.2%未満 1.2%未満 1.2%未満

症候性尿路感染症発生率
（※日本病院会のQI指標による）

0.25% 0.21% 0.22% 0.22%未満 0.22%未満 0.22%未満 0.22%未満

（３）連携の強化等に係るもの
３年度

（実績値）
４年度

（実績値）
５年度

（見込値）
６年度 ７年度 ８年度 ９年度

紹介率 74.9% 76.0% 77.6% 75％以上 75％以上 75％以上 75％以上

逆紹介率 71.9% 79.4% 73.8% 70％以上 70％以上 70％以上 70％以上

連携医療機関等との面談 46件 52件 41件 52件以上 52件以上 52件以上 52件以上

入退院支援加算１算定
件数

5,449件 6,319件 6,300件以上 6,300件以上 6,300件以上 6,300件以上

本院

分院

本院

本院

第７章 経営形態の見直し

企業団は、平成１８年４月に地方公営企業法の全部適用を導入しており、その運営

に関しては、実質的な自律の確保ができています。よって、地方独立行政法人化によ

るメリットである自律的・弾力的な経営がすでに可能となっていること、また、分院

の建て替え、本院進入路の整備等の構成市と協議するべき課題を有していることから、

現時点においては、現状の経営形態を継続して経営改善の取組を行っていきます。ま

た、将来を見据えて、医療情勢の変化により柔軟に対応するために、最適な経営形態

のあり方についての検討を行っていくことで、さらなる経営強化を目指します。

第７章 経営形態の見直し

企業団は、平成１８年４月に地方公営企業法の全部適用を導入しており、その運営

に関しては、実質的な自律の確保ができています。よって、地方独立行政法人化によ

るメリットである自律的・弾力的な経営がすでに可能となっていること、また、分院

の建て替え、本院進入路の整備等の構成市と協議するべき課題を有していることもあ

り、一部事務組合としての地方公営企業法の全部適用が最適であると考え、今後もこ

の経営形態を継続していきます。
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31 重点指標とその目標値（※財務計画については、第６次５か年経営計画に記載。） 重点指標とその目標値

（１）収支改善に係るもの

R3年度
(実績値）

R4年度
(実績値）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

経常収支比率

医業収支比率

不良債務比率

資金不足比率

累積欠損金比率

（２）収入確保に係るもの

R3年度
(実績値）

R4年度
(実績値）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

１日あたり入院患者数

１日あたり外来患者数

入院患者１人１日あたり診療額

外来患者１人１日あたり診療額

医師１人あたり入院診療額　

医師１人あたり外来診療額

看護師１人あたり入院診療額　

看護師１人あたり外来診療額　

病床利用率

平均在院日数

ＤＰＣ機能評価係数

（３）経費削減に係るもの

R3年度
(実績値）

R4年度
(実績値）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

職員給与費対医業収益比率

材料費対医業収益比率

委託料費対医業収益比率

減価償却費率対医業収益比率

医薬材料費の共同購入による削減率

後発医薬品の使用割合

１００床あたり職員数

（４）経営の安定性に係るもの

R3年度
(実績値）

R4年度
(実績値）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

医師数

看護師数

その他の医療従事者数

純資産の額

現金保有残高

企業債残高

（１）収支改善に係るもの
３年度 ４年度 ５年度
(実績) (実績) (見込）

本院 105.8% 101.3% 100.0% 100.1% 100.1% 100.1% 100.1%

分院 98.9% 94.3% 98.3% 100.3% 100.3% 100.2% 100.2%

本院 96.0% 94.1% 93.5% 94.4% 95.5% 94.9% 95.1%

分院 90.0% 83.2% 85.5% 87.9% 87.9% 87.7% 88.6%

（２）収入確保に係るもの
３年度 ４年度 ５年度
(実績) (実績) (見込）

本院 484人 468人 495人 500人 508人 508人 508人 

分院 30人 28人 29人 30人 30人 30人 30人 

本院 1,135人 1,103人 1,100人 1,100人 1,100人 1,100人 1,100人 

分院 154人 154人 165人 165人 165人 165人 165人 

本院 76,003円 78,641円 78,500円 80,700円 81,600円 82,500円 83,400円 

分院 28,101円 29,003円 30,900円 31,000円 31,300円 31,600円 31,900円 

本院 21,457円 21,093円 22,800円 23,700円 23,900円 24,100円 24,300円 

分院 7,327円 7,569円 7,500円 7,800円 7,900円 8,000円 8,100円 

本院 73.3% 71.0% 75.0% 75.8% 77.0% 77.0% 77.0%

分院 83.5% 78.1% 80.6% 83.3% 83.3% 83.3% 83.3%

本院 11.9日 11.4日 11.3日 11.0日 11.0日 10.8日 10.8日 

分院 18.5日 19.9日 19.2日 20.0日 20.0日 20.0日 20.0日 

本院 0.5463 0.5639 0.5656 0.5656以上 0.5656以上 0.5656以上 0.5656以上ＤＰＣ機能評価係数

６年度 ７年度 ８年度 ９年度

経常収支比率（％）

医業収支比率（％）

不良債務比率（％） － － － － － － －

資金不足比率（％） － － － － － － －

累積欠損金比率（％） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

１日あたり入院患者数（人）

１日あたり外来患者数
（人）

入院患者１人１日あたり
診療額（円）

0.0% 0.0% 0.0%

６年度 ７年度 ８年度 ９年度

外来患者１人１日あたり
診療額（円）

病床利用率（％）

平均在院日数（日）

新年度予算と関連する数値目標については、変
更の可能性があります。

（３）経費削減に係るもの
３年度 ４年度 ５年度
(実績) (実績) (見込）

本院 58.5% 59.3% 57.2% 58.2% 58.0% 58.5% 58.2%

分院 83.9% 91.2% 84.2% 84.1% 84.5% 84.9% 84.4%

本院 28.4% 27.9% 29.9% 28.4% 28.2% 28.2% 28.2%

分院 11.1% 11.5% 10.8% 9.8% 9.7% 9.8% 9.8%

本院 6.7% 7.2% 8.2% 8.2% 8.2% 8.4% 8.2%

分院 4.8% 6.2% 9.6% 9.0% 9.0% 9.0% 9.0%

本院 6.1% 5.9% 5.3% 4.9% 4.6% 4.7% 5.5%

分院 5.7% 5.0% 5.3% 4.4% 4.2% 4.5% 4.1%

（４）経営の安定性に係るもの
３年度 ４年度 ５年度
(実績) (実績) (見込）

６年度 ７年度 ８年度 ９年度

減価償却費比率
(医業収益比)（％）

６年度 ７年度 ８年度 ９年度

職員給与費比率
(医業収益比)（％）

材料費比率
(医業収益比)（％）

委託費比率
(医業収益比)（％）

6,790 6,837

現金保有残高（百万円） 3,970 3,650 4,500 3,898 3,350 2,843

純資産の額（百万円） 5,886 6,429 6,545 6,545 6,728

2,447

企業債残高（百万円） 13,639 12,458 11,641 10,811 10,304 10,763 10,021

5


